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伊方3号機発電用原子炉設置変更許可申請書（平成25年7月）

添付書類八「変更後における発電用原子炉施設の安全設計に関する説明書

1.5.7.7「実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備に関する規則」に対する適合（抜粋）

２

新規制基準の項目※１ 適合状況

１ 発電用原子炉施設は、重大事故に至る
おそれがある事故が発生した場合にお
いて、炉心の著しい損傷を防止するた
めに必要な措置を講じたものでなけれ
ばならない。

重大事故に至るおそれがある事故の発生を想定し、炉心の著しい損傷を防
止するための必要な措置を講じ、対策の有効性を評価し、要件を満足してい
ることを確認する。

２ 発電用原子炉施設は、重大事故が発生
した場合において、原子炉格納容器の
破損及び工場等外への放射性物質の
異常な水準の放出を防止するために必
要な措置を講じたものでなければならな
い。

重大事故が発生した場合において格納容器破損モードを想定し、原子炉格
納容器の破損及び発電所外への放射性物質の異常な水準の放出を防止す
るための必要な措置を講じ、対策の有効性を評価し、要件を満足しているこ
とを確認する。

３ 発電用原子炉施設は、重大事故に至る
おそれがある事故が発生した場合にお
いて、使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又
は使用済燃料(以下「貯蔵槽内燃料体

等」という。）の著しい損傷を防止するた
めに必要な措置を講じたものでなけれ
ばならない。

重大事故に至るおそれがある事故の発生を想定し、使用済燃料ピットにお
ける燃料の著しい損傷を防止するための必要な措置を講じ、対策の有効性
を評価し、要件を満足していることを確認する。

※１：「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 」第三十七条（重大事故等の拡大の防止等）

以下同様。

１． 新規制基準およびその適合状況（シビアアクシデント対策（1/2））



伊方3号機発電用原子炉設置変更許可申請書（平成25年7月）

添付書類八「変更後における発電用原子炉施設の安全設計に関する説明書

1.5.7.7「実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備に関する規則」に対する適合（抜粋）
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新規制基準の項目※１ 適合状況

４ 発電用原子炉施設は、重大事故に至る
おそれがある事故が発生した場合にお
いて、運転停止中における発電用原子
炉内の燃料体(以下「運転停止中原子

炉内燃料体」という。）の著しい損傷を防
止するために必要な措置を講じたもの
でなければならない。

重大事故に至るおそれがある事故の発生を想定し、運転停止中の原子炉に
おける燃料の著しい損傷を防止するための必要な措置を講じ、対策の有効
性を評価し、要件を満足していることを確認する。

１． 新規制基準およびその適合状況（シビアアクシデント対策（2/2））



１：代表的な事故事象進展シナリオの選定結果

代表的な事故事象進展シナリオとして、「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれのある事故」、「重大事故」、

「使用済燃料ピットにおける重大事故に至るおそれのある事故」および「運転停止中の原子炉における重大事故に

至るおそれのある事故」のうち、以下を選定する。

全交流動力電源の喪失（ＲＣＰシールＬＯＣＡあり）

【外部電源喪失＋非常用所内電源喪失＋補機冷却水の喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ】
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２． 代表的な事故事象進展シナリオの選定

２：事故事象進展シナリオの選定理由

○福島第一原子力発電所事故が、全交流動力電源喪失事故およびそれに伴う原子炉補機冷却機能喪失事故

であったこと

○当社が実施した伊方発電所３号炉確率論的リスク評価（ＰＲＡ：平成２５年１２月１２日第５７回審査会合にて説明）

において、起因事象として補機冷却水の喪失事象が全炉心損傷頻度に対して大半を占めていること

（補機冷却水の喪失事象は最終ヒートシンクの喪失事象であるが、全交流電源喪失事象に従属的に発生し、事象
進展は同じとなることから、全交流電源喪失事故に含むものとして扱う）

○当社が実施した重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認の全１９ケース（「運転中の原子炉における重
大事故に至るおそれのある事故（８ケース）」、「重大事故（５ケース）」、「使用済燃料ピットにおける
重大事故に至るおそれのある事故（２ケース）」、「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれ
のある事故（４ケース）」：参考資料２．参照）のうち、2次系強制冷却、代替交流電源確保、炉心への
代替注入、格納容器自然対流冷却など主要な対応措置が必要となるケースであること

項目 起因事象 起因事象別
炉心損傷頻度割合（%）

出力運転時レベル１内部事象ＰＲＡ 補機冷却水の喪失 ９１

出力運転時レベル１地震ＰＲＡ 補機冷却水の喪失 ７４．６

出力運転時レベル１津波ＰＲＡ 補機冷却水の喪失 ９９．９

表：起因事象別炉心損傷頻度



３．事故事象進展シナリオの有効性評価（評価条件等）
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項目 主要解析条件

解析コード  M-RELAP5／COCO

炉心熱出力（初期） 100%(2,652 MWt)×1.02

１冷却材圧力（初期）  15.41+0.21MPa[gage]

１次冷却材平均温度(初期) 302.3+2.2℃

定格圧力において、約109m3/h/台
（480gpm/台）相当となる口径約1.6cm

（約0.6inch）／台※1

(事象発生時からの漏えいを仮定)

FP：日本原子力学会推奨値※2

アクチニド：ORIGEN2※2

(サイクル末期を仮定)

蓄圧タンク保持圧力 4.04MPa[gage]（最低保持圧力）

蓄圧タンク保有水量 29.0m3/基（最低保有水量）

充てんポンプ（自己冷却式）の

原子炉への注入流量

２次系強制冷却開始

（主蒸気逃がし弁開） 

１次冷却材温度208℃

（約1.7MPa[gage])到達時

蓄圧タンク出口弁閉止 代替交流電源確立(60分)+10分※3

２次系強制冷却再開

（主蒸気逃がし弁開） 

事象発生から30 分後※3

炉心崩壊熱

RCP からの漏えい率（初期）

30m3/hr

充てんポンプ（自己冷却式）
起動

１次系圧力0.7MPa[gage]到達時※1

蓄圧タンク出口弁閉止+10分※3

１次系温度,圧力の保持 

表 主要解析条件一覧

図 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概要

全交流動力電源喪失の継続による化学体積制御系及び原子炉補機冷却水系の機能喪失に伴い，ＲＣＰシール部へのシール水注水機
能及びサーマルバリアの冷却機能が喪失し，ＲＣＰシールＬＯＣＡが発生する可能性がある。この場合，１次冷却系の保有水が減
少し，炉心の冷却能力が低下する可能性があり，早期に１次系の冷却・減圧及び炉心注入を行う必要があることから，「外部電源
喪失時に非常用所内電源が喪失し，補機冷却水の喪失及びＲＣＰシールＬＯＣＡが発生する事象」を選定する。

○ 評価事故シーケンス

※２：ＭＯＸ燃料の装荷を考慮した崩壊熱

※１：ＲＣＰシール部の構造等を考慮して保守的に設定

※３：適切な運転員操作余裕時間を考慮

※４：長期対策として、格納容器再循環ユニットによる自然対流冷却を考慮

（2台）

（2台）

（2台）※４



４．事故事象進展シナリオの有効性評価（対応手順の概要）
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（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）
凡

例

：
操

作
・
確

認

：
プ

ラ
ン

ト
状

態

外
部

電
源

が
喪

失
し

、
全

て
の

非
常

用
母

線
へ

の
給

電
に

失
敗

し
た

場
合

具
体

的
に

は
、

所
内

単
独

運
転

に
失

敗
し

、
所

内
変

圧
器

３
号

、
予

備
変

圧
器

お
よ

び
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

か
ら

受
電

で
き

な
か

っ
た

場
合

R
C

P
の

母
線

電
圧

の
低

下
に

よ
り

原
子

炉
ト

リ
ッ

プ

Y
es

N
o

Y
es

N
o

電
源

回
復

操
作

へ

補
助

給
水

系
に

よ
る

蒸
気

発
生

器
水

位
調

整

主
蒸

気
逃

が
し

弁
に

よ
る

１
次

系
急

速
冷

却
・
減

圧
※

９

１
次

系
圧

力
(温

度
)維

持
※

１
０

蓄
圧

タ
ン

ク
出

口
弁

閉
止

充
て

ん
ポ

ン
プ

(自
己

冷
却

式
)に

よ
る

炉
心

へ
の

注
水

※
１

２

炉
心

・
C

/
V

気
相

部
の

長
期

冷
却

継
続

お
よ

び
電

源
設

備
等

の
復

旧
操

作
継

続

※
１

：

Ｒ
Ｃ

Ｐ
シ

ー
ル

関
係

の
隔

離
お

よ
び

格
納

容
器

(C
/
V

)
隔

離
弁

の
閉

止

C
/
V

再
循

環
ユ

ニ
ッ

ト
に

よ
る

C
/
V

自
然

対
流

冷
却

開
始

早
期

の
電

源
回

復
が

不
能

※
2

１
次

冷
却

材
喪

失
(Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
)の

兆
候

あ
り

※
3

１
次

系
圧

力
(温

度
)1

.7
M

P
a(2

0
8
℃

)

１
次

系
圧

力
(温

度
) 0

.7
M

P
a(約

1
7
0
℃

)

充
て

ん
ポ

ン
プ

(自
己

冷
却

式
)に

よ
る

注
入

停
止

お
よ

び
高

圧
再

循
環

運
転

開
始

※
１

８

中
央

操
作

に
よ

る
非

常
用

母
線

へ
の

電
源

回
復

に
失

敗
す

れ
ば

、
早

期
の

電
源

回
復

不
能

と
判

断

※
２

：

以
下

の
パ

ラ
メ

ー
タ

の
監

視
を

強
化

し
、

1
次

冷
却

材
か

ら
の

漏
え

い
が

な
い

こ
と

を
監

視
・C

/
V

内
圧

力
お

よ
び

温
度

・C
/
V

サ
ン

プ
水

位
・C

/
V

内
モ

ニ
タ

・Ｒ
Ｃ

Ｓ
圧

力
・S

/G
水

位
、

圧
力

※
３

：

全
交

流
電

源
喪

失
+R

C
P

シ
ー

ル
L
O

C
A

な
し

時
の

フ
ロ

ー
※

５

大
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
で

あ
る

※
７

Y
es

N
o

※
７

：
Ｒ

Ｃ
Ｓ

圧
力

が
蓄

圧
タ

ン
ク

注
入

圧
力

以
下

ま
で

急
速

に
低

下
し

て
い

る
場

合

（
解

析
上

の
時

刻
）

（
０

分
）

（
３

０
分

）

（
約

５
２

分
）

（
約

３
８

分
）

（約
７

０
分

）

（
約

８
０

分
）

（
約

2
.2

時
間

）

全
交

流
電

源
喪

失
＋

大
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
の

フ
ロ

ー
へ

※
８

：
判

断

以
下

長
期

対
策

充
て

ん
ポ

ン
プ

（
自

己
冷

却
式

）
ラ

イ
ン

ア
ッ

プ

充
て

ん
ポ

ン
プ

（
自

己
冷

却
式

）
の

準
備

が
完

了 空
冷

式
非

常
用

発
電

装
置

に
よ

る
電

源
供

給
開

始

：
緊

急
時

対
応

要
員

の
作

業

：
運

転
員

と
緊

急
時

対
応

要
員

の
共

同
作

業

高
圧

再
循

環
運

転
・C

/
V

再
循

環
サ

ン
プ

水
位

の
確

認
・
高

圧
注

入
ポ

ン
プ

水
源

切
替

　
（
高

圧
注

入
ポ

ン
プ

入
口

弁
切

替
燃

料
取

替
用

水
タ

ン
ク

→
C

/
V

再
循

環
サ

ン
プ

）
・
中

型
ポ

ン
プ

車
か

ら
高

圧
注

入
ポ

ン
プ

へ
補

機
冷

却
水

供
給

・
高

圧
注

入
ポ

ン
プ

運
転

高
圧

注
入

ポ
ン

プ
冷

却
水

通
水

お
よ

び
C

/
V

再
循

環
ユ

ニ
ッ

ト
冷

却
水

通
水

開
始

※
１

７

（
約

５
日

後
）

C
/
V

再
循

環
ダ

ク
ト

開
放

機
構

の
動

作
※

１
９

高
圧

再
循

環
運

転
開

始
前

に
通

水
開

始

C
/
V

再
循

環
ダ

ク
ト

開
機

構
の

動
作

・C
/
V

内
温

度
約

1
1
0℃

に
て

動
作

（
C

/
V

最
高

使
用

圧
（
0
.28

3
M

P
a）

に
対

す
る

飽
和

温
度

1
3
2
℃

に
裕

度
を

考
慮

し
た

値
）に

て
動

作

充
て

ん
ポ

ン
プ

（
自

己
冷

却
式

）
の

準
備

が
完

了
し

、
充

て
ん

ポ
ン

プ
（
自

己
冷

却
式

）
が

使
用

可
能

と
な

れ
ば

炉
心

注
水

を
開

始

非
常

用
直

流
電

源
は

使
用

可
能

※
８

：
２

．
重

大
事

故
 (１

)大
破

断
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
＋

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

注
入

失
敗

＋
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
失

敗

補
機

冷
却

水
復

旧
操

作
※

１
６

補
機

冷
却

水
復

旧
操

作
に

つ
い

て
は

※
１

６
：

※
５

：
１

．
運

転
中

の
原

子
炉

に
お

け
る

重
大

事
故

に
至

る
お

そ
れ

の
あ

る
事

故
(２

)(Ｒ
Ｃ

Ｐ
シ

ー
ル

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

な
し

)外
部

電
源

喪
失

＋
非

常
用

所
内

電
源

喪
失

＋
補

機
冷

却
水

の
喪

失

※
１

２
：

※
１

７
：

※
１

９
：

※
１

８
：

主
蒸

気
逃

が
し

弁
に

よ
る

１
次

系
急

速
冷

却
・
減

圧
再

開
※

１
１

１
次

系
圧

力
(温

度
)維

持
※

１
４

ア
ニ

ュ
ラ

ス
排

気
フ

ァ
ン

※
１

５お
よ

び
中

央
制

御
室

空
調

系
の

起
動

全
交

流
電

源
喪

失
※

１

原
子

炉
ト

リ
ッ

プ

Ａ

Ａ

空
冷

式
非

常
用

発
電

装
置

の
準

備

中
型

ポ
ン

プ
車

（
１

台
目

）
に

よ
る

補
助

給
水

タ
ン

ク
お

よ
び

使
用

済
燃

料
ピ

ッ
ト

へ
給

水
開

始

中
型

ポ
ン

プ
車

（
１

台
目

）
に

よ
る

補
助

給
水

タ
ン

ク
お

よ
び

使
用

済
燃

料
ピ

ッ
ト

へ
給

水
の

準
備

中
型

ポ
ン

プ
車

（
２

台
目

，
３

台
目

）
に

よ
C

/
V

自
然

対
流

冷
却

お
よ

び
高

圧
再

循
環

冷
却

の
準

備

中
型

ポ
ン

プ
車

（
２

台
目

，
３

台
目

）
に

よ
る

C
/
V

自
然

対
流

冷
却

お
よ

び
高

圧
再

循
環

冷
却

の
準

備
が

完
了

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

ポ
ン

プ
ラ

イ
ン

ア
ッ

プ
※

１
３

Y
e
s

蒸
気

発
生

器
へ

の
補

助
給

水
な

し
※

４

全
交

流
電

源
喪

失
時

＋
補

助
給

水
失

敗
の

フ
ロ

ー
※

６

※
４

：

※
６

：
２

．
重

大
事

故
 (2

)全
交

流
電

源
喪

失
＋

補
助

給
水

失
敗

全
蒸

気
発

生
器

合
計

補
助

給
水

流
量

≦
電

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

1
台

の
設

計
流

量

※
９

：
主

蒸
気

逃
が

し
弁

は
一

旦
全

開
と

し
、

１
次

系
圧

力
(温

度
)を

1
.7

M
P

a(2
0
8℃

)
に

維
持

で
き

る
よ

う
開

度
調

整
を

実
施

蓄
圧

タ
ン

ク
の

Ｎ
２ ガ

ス
が

１
次

系
に

流
入

す
る

の
を

防
止

す
る

た
め

、
１

次
系

圧
力

を
１

.７
Ｍ

Ｐ
ａ
で

維
持

※
１

０
：

※
１

１
：
主

蒸
気

逃
が

し
弁

は
一

旦
全

開
と

し
、

１
次

系
圧

力
(温

度
)を

0
.7

M
P

a(1
7
0
℃

)に
維

持
で

き
る

よ
う

開
度

調
整

を
実

施

１
次

系
の

漏
え

い
停

止
圧

力
で

あ
り

、
タ

ー
ビ

ン
動

補
助

給
水

ポ
ン

プ
が

運
転

継
続

可
能

な
圧

力
０

.７
Ｍ

Ｐ
ａ
で

維
持

圧
力

は
主

蒸
気

逃
が

し
弁

に
よ

り
調

整
な

お
、

崩
壊

熱
が

小
さ

く
な

り
2次

系
か

ら
の

除
熱

量
も

小
さ

く
な

る
た

め
主

蒸
気

逃
が

し
弁

を
徐

々
に

閉
止

ま
た

、
1
次

系
圧

力
０

．
７

Ｍ
Ｐ

ａ
維

持
以

降
、

長
期

間
２

次
系

に
て

冷
却

す
る

場
合

は
、

タ
ー

ビ
ン

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

か
ら

、
電

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

へ
切

替

※
１

４
：

炉
心

溶
融

後
に

発
生

す
る

水
素

が
、

ア
ニ

ュ
ラ

ス
部

に
滞

留
す

る
こ

と
を

防
止

す
る

た
め

に
事

前
に

起
動

※
１

５
： 蓄

圧
注

入
系

動
作

※
１

３
：
大

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

事
象

へ
の

進
展

の
可

能
性

を
考

慮
し

準
備

（
炉

心
注

入
ま

た
は

代
替

Ｃ
Ｖ

ス
プ

レ
イ

と
し

て
使

用
）

：
解

析
上

考
慮

せ
ず



５．事故事象進展シナリオの有効性評価（対応手順と所要時間）

７

（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）

当直長

副当直長

当直員Ａ 空冷式非常用発電装置起動

蓄圧タンク出口弁閉止

充てんポンプ起動

アニュラス排気ファン起動

中央制御室空調系起動

当直員Ｂ ●現地操作

当直員Ｃ ●現地操作 ：アニュラス排気系弁空気供給操作

※１：格納容器再循環ユニット通水及び高圧注入ポンプ冷却水通水ラインアップ

当直員Ｄ ●現地操作

当直員Ｅ ●現地操作

当直員Ｆ ●現地操作

当直員Ｇ ●現地操作 ：アニュラス排気系弁作動用N2ボンベの接続

当直員Ｈ ●現地操作

水源確保班 ●現地操作

６名

配管接続班 ●現地操作

６名

電源確保班 ●現地操作

１名 ●現地操作

※２：空冷式非常用発電装置への燃料補給（継続的に補給実施

アクセス ●現地操作

ルート

確保班２名

参集要員 ●現地操作 :中央制御室空調系ダンパ治具取付

●現地操作

●現地操作

●現地操作 ※３：中型ポンプ車へ燃料補給（継続的に実施）

要員数は、４時間までの作業の最大要員数

●方針決定・外部との連絡・プラント全体監視他

流量調整時、通信手段
による中央との連絡が

適宜必要

充てんライン流量調整

時、通信手段による中
央との連絡が適宜必要

●運転操作・プラント監視・現場との連絡他

●当直長補佐・操作指示・プラント監視他

図１　「全交流電源喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ」における作業と所要時間

備考

要員 作業内容

経過時間（分） 経過時間（時間）

10 20 30 40 50 600

事象発生

70 80 90 100 2

原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ
30分 2次系強制冷却開始

約52分 1次系圧力1.7MPa(温度208℃)到達

約70分 蓄圧タンク隔離操作完了

プラント状況判断
全交流電源喪失判断

主蒸気逃がし
弁開放

電源確保作業
充てんポンプ(自己冷却式)
ラインアップ

ＲＣＰシール関係隔離等

約80分 2次系強制冷却再開

主蒸気逃がし弁開度調整

約2.2時間　1次系冷却圧力0.7MPa到達

充てんライン流量調整

4 6 8

※１

　※１

代替格納容器スプレイポン
プラインアップ

10 12 14

補助給水タンクへの給水確保、格納容器再循環ユニット通水及び高圧注入ポンプ
冷却水通水確保、使用済燃料ピットへの給水確保

充てんポンプディスタン
スピース取付

出入口配管接続用ホース及
びディスタンスピース取付

海水系統から原子炉補機
冷却水系統へのディスタ

ンスピース取付

アクセスルート確保

空冷式非常用発電装置起動確認（適宜確認）

アクセスルート確保

※２

※２

　※３

主蒸気逃がし弁開度調整

タービン動補助給水調整弁開度調整

4時間後からは構外の要員が発電所に参集

　



６．事故事象進展シナリオの有効性評価（資機材 （屋外1/3））

8

平成26年1月28日現在【ポンプ車、放水砲等】



６．事故事象進展シナリオの有効性評価（資機材 （屋外2/3））

9

【電源車等】

Ｎ

1号炉

2号炉

3号炉

EL.10m

EL.84m

EL.32m

0 100 200 300ｍ

空冷式非常用発電装置

【保管台数】
・空冷式非常用発電装置×4台
・300KVA電源車×3台
・75KVA電源車×3台
・総合事務所非常用予備発電装置

300KVA電源車

75KVA電源車

平成26年1月28日現在



６．事故事象進展シナリオの有効性評価（資機材 （屋外3/3））

10

【燃料タンク、燃料輸送車、重機等】 平成26年1月28日現在



６．事故事象進展シナリオの有効性評価（操作機器 （建屋内））

11



７．事故事象進展シナリオの有効性評価（評価結果（１/3））

12

（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）

16

12

8

4

0

１
次
系
圧
力

24201612840

時　間　（時）

（MPa[gage]）

RCPシール部からの漏えいによる１次系圧力の低下

約1.7MPa[gage]到達（約52分）

充てんポンプ（自己冷却式）による炉心
への注入開始（0.7MPa[gage]、約2.2時間）

圧力・温度の保持

２次系強制冷却の再開（80分）

図 1次系圧力の推移

16

12

8

4

0

２
次
系
圧
力

24201612840

時　間　（時）

（MPa[gage]）

主蒸気逃がし弁開放による２次系強制冷却開始（30分）

充てんポンプ（自己冷却式）による炉心への
注入開始（約2.2時間）

圧力・温度の保持

２次系強制冷却の再開（80分）

主蒸気安全弁作動により圧力上昇を抑制

図 ２次系圧力の推移

○主蒸気逃がし弁の手動開操作、充てんポンプ（自己冷却式）による炉心注入により、
１次系圧力、２次系圧力共に発生後４時間程度で安定的に保持できる

主蒸気逃がし弁開放による２次系強制冷却開始（30分）



７．事故事象進展シナリオの有効性評価（評価結果（2/3））

13

（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）

300x10
3

250

200

150

100

50

0

１
次
系
保
有
水
量

24201612840

時　間　（時）

（kg）

１次系圧力約1.7MPa[gage]到達（約52分）

蓄圧注入開始（約38分）

蓄圧タンク出口弁閉止（70分）
（代替交流電源確立+10分）

２次系強制冷却の再開（80分）

充てんポンプ（自己冷却式）による炉心へ
の注入開始（約2.2時間）

主蒸気逃がし弁開放による２次系強制冷却開始（30分）

充てんポンプ（自己冷却式）による炉心注入により、
２相状態の破断流が液単相状態となることで漏えい流
量が一時的に増加

図 1次系保有水量の推移

1200

1000

800

600

400

200

0

燃
料
被
覆
管
温
度

24201612840

時　間　（時）

（℃）

主蒸気逃がし弁開放による２次系強制冷却開始（30分）

充てんポンプ（自己冷却式）による炉心への
注入開始（約2.2時間）

２次系強制冷却の再開（80分）

図 燃料被覆管温度の推移

○充てんポンプ（自己冷却式）による炉心注入により、１次系保有水量は発生後４時間程度で安定的に推移する
○燃料被覆管温度は初期値以下に留まり、燃料破損には至らない



７．事故事象進展シナリオの有効性評価（評価結果（3/3））

14

（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）

図 原子炉格納容器内圧力の推移 図 原子炉格納容器内雰囲気温度の推移

○格納容器内圧力・温度共に最高使用圧力・温度を下回り、格納容器による放射性物質閉じ込め機能を
維持できる

1.6

1.2

0.8

0.4

0.0
6004803602401200

時　間 (時)

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

(MPa[gage])

格納容器限界圧力（0.566MPa[gage](最高使用圧力の2倍)）

格納容器最高使用圧力
（0.283MPa[gage]

高圧再循環切替
（約51時間）

格納容器内自然対流冷却の開始（約75時間）
最高圧力到達：約0.178MPa[gage]

約0.102MPa[gage]（600時間）

300

200

100

0
6004803602401200

時　間 (時)

格
納
容
器
内
雰
囲
気
温
度

(℃)

格納容器限界温度（200℃）

格納容器最高使用温度（132℃）

高圧再循環切替
（約51時間）

格納容器内自然対流冷却の開始（約75時間）
最高温度到達：約110℃

約93℃（600時間）



災害対策本部で災害対策活
動を行う要員（43名）は、

原子力災害対策特別措置法令
に定められている原子力防災
要員（計20名以上）で構成

され、本部長、総括、各班長
の指示に従い活動を実施

災害発生後、参集想定数[伊方
町内に所在する要員(技術系)
のうち30％が4時間以内に参
集すると想定]の46名で、災害

対策本部の防災組織はあらか
じめ計画された体制を構築

建屋内または屋外で災害対
策活動を行う要員は、災害対
策要員、運転員、災害対策隊
（運転支援隊、復旧隊、モニ
タリング隊、業務隊、自衛消
防組織）から構成され、各班
長の指示に従い活動を実施

原子力防災管理者は、災害
対策活動が長期化する場合に
備え、原子力防災要員、災害
対策要員および災害対策隊の
要員数を交替勤務を考慮し調
整

【本部長】
　原子力防災管理者
　　[所長]

【副本部長】
　副原子力防災管理者
　　[所長代理]
　　[安全管理部長]

【総括】
　下記より原子力防災
　管理者が指名した者
　　[安全管理部長]
　　[発電部長]
　　[保修部長]
　　[品質保証部長]

【情報連絡班】
　原子力防災要員[4]

【報道班】
　原子力防災要員[4]

【運転班】
　原子力防災要員[4]

【調査復旧班】
　原子力防災要員[5]

【技術支援班】
　原子力防災要員[8]

【総務班】
　原子力防災要員[11]

【ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ派遣】
　原子力防災要員[7]

・各災害対策本部、国、自治体との情報連絡
・各班情報の収集、整理、記録
・ＳＰＤＳデータ伝送状況の確認

・特定事象に関する広報
・周辺市町、警察署等との情報連絡
・地域広報実施の調整

・事故状況の把握
・事故拡大防止に必要な運転上の措置
・発電所施設の保安維持

・事故拡大防止対策の検討
・復旧計画の樹立およびこれに基づく措置
・施設設備の整備、点検、応急の復旧

・放射線・放射能の状況把握
・被ばく管理、汚染管理、緊急被ばく医療実施
・他の原子力事業者応援者との連絡調整

・避難誘導、救護、警備
・食料、被服、宿泊の調達手配、資機材輸送
・火災を伴う場合の消火活動
・被災者相談窓口の設置

【運転支援隊】

【運転員】[10]

【業務隊】

【自衛消防隊】
　統括管理者

【ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ隊】

【復旧隊】
　原子力緊急事態
　支援組織

災害対策要員[10]

災害対策要員[2]

災害対策要員[25]

災害対策要員[45]
 ・電源確保班
 ・水源確保班
 ・ｱｸｾｽﾙｰﾄ確保班
 ・配管接続班

災害対策要員[10]

災害対策要員[30]

【発電用原子炉主任技術者】 　　　　　　　：災害対策本部で災害対策活
　　　　　　　　動を行う要員

　　　　　　　：建屋内または屋外で災害対
　　　　　　　　策活動を行う要員

　　　　　　　：各班の組織

【凡例】

８．ソフト面の対策（事故時の組織・体制・指揮命令系統（１））

【発電所内の防災組織】 （平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）

15



８．ソフト面の対策（事故時の組織・体制・指揮命令系統（２））

（１）時間外（夜間）、休日における非常体制発令時の体制について（初動対応体制）

伊方発電所構内に緊急時対応に必要な要員として３号炉運転員（１０名）、緊急時対応要員（連絡責任者等、水
源確保班、アクセスルート確保班、配管接続班、電源確保班 計２１名が宿直）を確保

非常体制の発令基準に相当する事象の発生が確認された場合、中央制御室からの連絡により、連絡責任者等は緊
急時対策所へ、他の緊急時対応要員は集合場所へ参集

当直長は、発電用原子炉主任技術者および原子力防災管理者へ状況連絡を行い、必要な指示を受けながら原子力
防災組織（初動対応体制）における災害対策活動の指揮を実施

初動対応体制

運転班（実施組織）：運転員１０名から構成

当直長の指示の下、中央制御室または現場で災害対策活動を実施

調査復旧班（実施組織）：緊急時対応要員１８名から構成

各機能班（水源確保班、アクセスルート確保班、配管接続班、電源確保班）に分かれ、当直長の指

示の下、災害対策活動を実施

情報連絡班（運営支援組織）：連絡責任者等２名から構成

当直長と連絡を取りながら、関係箇所への通報（原災法第１０条通報等）、要員召集（参集状況の

確認）を実施

技術支援班（技術支援組織）：放管当番者１名から構成

発電所内外の放射線・放射能の状況把握（状況に応じて中央制御室の被ばく管理・汚染管理）

非常体制発令時の体制は、「初動対応体制」「災害対策本部体制（立上げ）」「災害対策本部体制」の流れで構築

【事故発生時（非常体制発令時）の体制】 （平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）
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（２）時間外（夜間）、休日における非常体制発令時の体制について（本部体制の確立）

原子力防災管理者（発電所長または代行者）および災害対策本部（立上げ）に必要な原子力防災組織各班の要員
として、自宅待機者（６名）を確保。

緊急時呼出システムからの連絡、あるいは警戒事象（愛媛県内において震度６弱以上の地震発生、愛媛県内にお
いて大津波警報発令等）の発生により自宅待機者を含む要員が発電所に参集し、緊急時対策所に発電所災害対策
本部が立ち上がり、下記の体制で活動を開始。

災害対策本部（立上げ）

本部長（１名）：原子力防災管理者[発電所長または代行者]

情報連絡班[初動対応体制における連絡責任者等（２名）に自宅待機者１名を追加し計３名 ほか参集要員]

：情報収集と整理、連絡調整、関係箇所への通報および状況連絡の実施

運転班[自宅待機者１名ほか参集要員]（他に運転員１０名が中央制御室、建屋内等で活動）

：事故状況の把握、事故拡大防止に必要な運転上の措置の確認

調査復旧班[自宅待機者１名ほか参集要員]（他に１８名が建屋内外で活動）

：事故状況の把握、応急の復旧を行う各機能班の措置の確認、事故拡大防止対策の検討

技術支援班[初動対応体制における放管当番者（１名）に自宅待機者２名を追加し計３名 ほか参集要員]

：発電所内外の放射線・放射能の状況把握（状況に応じて中央制御室等の被ばく管理・汚染管理）

総務班[自宅待機者１名ほか参集要員]

：負傷者の救助、資機材調達および輸送について応急対応を実施

災害発生後、約４時間以内に発電所外（伊方町内等）から要員が参集し、総括、報道班が設置され、発電所災害
対策本部の機能が充実。

８．ソフト面の対策（事故時の組織・体制・指揮命令系統（３））

【事故発生時（非常体制発令時）の体制】
（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）
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運
転
員

緊
急
時
対
応
要
員

（1,2u ６名）

水源確保班 ６名

ｱｸｾｽﾙｰﾄ確保班 ２名

電源確保班 ４名

配管接続班 ６名

連絡責任者 １名

連絡当番者 １名

放管当番者 １名

3u １０名

通報連絡（原子力防災管理者等）、
要員召集

本部長：原子力防災管理者（発電所長または代行者）

総務班：救助・医療に関する措置の実施、資機材の調達および輸送

報道班：発生した事象に関する広報

情報連絡班：情報の整理および連絡調整

運転班：原子力災害の発生または拡大の防止のための措置の実施

調査復旧班：施設または設備の整備および点検ならびに応急の復旧

技術支援班：発電所内外の放射線・放射能の状況把握、被ばく管理、汚染管理等

総括：本部内における活動のとりまとめ

災害対策本部立上げ
（本部長１名、本部員９名）

原子炉
トリップ

トリップ
連絡

原子力災害
発生

水源確保班：当直長指示により活動

電源確保班：当直長指示により活動

配管接続班：当直長指示により活動

（1,2u ６名）

3u １０名 （内規に基づき対応）

自宅待機者
（６名）到着

参集要員が必要に応じて応援
（災害対策本部設置後は、本部（調査復旧班）の指示により活動）

初動対応体制 災害対策本部体制

ｱｸｾｽﾙｰﾄ確保班：当直長指示により活動

原子力災害
発生連絡

作
業
指
示

参集要員到着

（災害発生後、約４時間以内） （以降、順次要員が参集）

：実施組織

：支援組織

凡例

自宅待機者到着から参集要員到
着の間は、災害対策活動の指揮
を当直長から本部長へ引き継ぐ
期間（移行期間）

発電用原子炉主任技術者に状況連絡

状
況
連
絡

８．ソフト面の対策（事故時の組織・体制・指揮命令系統（４））

【初動対応要員および参集要員の指揮命令系統】 （平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）
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９．ソフト面の対策（事故対応の文書体系（１／２））

19

重大事故等発生時および大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に
ついて保安規定に定めることを、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（以下、「実用炉規則」とい
う。）第９２条で要求されている。

品質マネジメントシステム文書体系（重大事故等発生時および大規模損壊発生時に係る文書）

伊方発電所原子炉施設保安規定（以下、「保安規定」という。）では、当該の要求事項を踏まえ、以下の内容を
第１２０条の２および第１２０条の３へ新たに規定することとしている。

・必要な要員の配置
・必要な要員に対する定期的な教育および訓練の実施
・必要な資機材の配備
・活動を行うために必要な事項※

（例）炉心の著しい損傷を防止するための対策に関すること 等

保安規定の各条文に対する具体的な内容については、下部規定（２次文書、３次文書）に展開し、実効的な手順書構
成となるよう整備することとしている。プラント運転監視および事故終息にあたる運転員用と大規模損壊発生時や運転
員の依頼により災害対策本部が対応するものを整備している。

○運転員が使用する手順書
・故障・事故処理内規：重大事故等発生時および大規模損壊発生時の具体的な対応操作を記載

○災害対策本部が使用する手順書類
・緊急時対応内規：可搬型の重大事故等対処設備等を使用・準備するための具体的な作業手順を記載
・アクシデントマネジメントガイドライン：炉心損傷後の対応操作を支援するための技術的根拠等を記載

※手順書の整備等

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



９．ソフト面の対策（事故対応の文書体系（２／２））

20

品質マネジメントシステム文書体系図（重大事故等発生時および大規模損壊発生時に係る文書）

海洋への流出、拡散抑制マニュアル

空気作動ダンパ等の復旧手順書

代替計器取り付け手順書

全交流電源喪失時における空冷式非常用発電装置等による給電手順書

タービン動補助給水ポンプ現地起動手順書

緊急時対応用資機材管理マニュアル

監視用機器の復旧手順書

炉心への注入手順書

原子炉格納容器外壁への放水手順書

緊急時対応教育訓練マニュアル

蒸気発生器への冷却水供給手順書

復水タンク（補助給水タンク）または２次系純水タンクへの冷却水補給手順書

１次冷却材系統の減圧手順書

冷却用海水の供給手順書

使用済燃料ピットへの既存設備での冷却水補給手順書

燃料取替用水タンクへの冷却水補給手順書

原子炉格納容器への注水手順書

使用済燃料ピットへの移動設備での冷却水補給手順書

活動全般手順書

燃料補給手順書

緊急時燃料調達手順書

運転指令装置通話手段確保手順書

緊急時対応用通信設備使用手順書

可搬型直流電源装置による給電手順書

原子炉格納容器内水素濃度測定手順書

中型ポンプ車等の給水手順書

配管接続手順書

使用済燃料ピットへの建屋外からの放水手順書

アクセスルート確保に係る教育訓練マニュアル

アクセスルート確保手順書

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



10．ソフト面の対策（事故対応手順書の体系と概要（１／７））

21

手順書の概要

災害対策本部の要員が中型ポンプ車等の可搬型設備を主体として事故の進展防止および抑制のための活動を
行う手順として「緊急時対応内規」を整備。

設計基準事象である運転時の異常な過渡変化や事故については、対応操作の起点としての「警報処
理内規」、事象ベースでの事故終息操作手順を定めた「故障・事故処理内規」を整備。

発電関連設備の故障および事故について、設計基準範囲を超える事態が発生した場合の手順として、
「故障・事故処理内規（第二部）」を整備。

故障・事故処理内規（第二部）の対応中に炉心損傷と判断される場合の手順として、 「故障・事故処理
内規（第三部）」を整備。

その他、炉心損傷へと至った際に、運転員が実施する故障・事故処理内規（第三部）の操作が期待どおりの効果
を発揮しているか、また、予期せぬ事態へと至っていないかのチェックや予想外の事態となった場合に実施すべ
き措置の判断、選択の際の参考として「アクシデントマネジメントガイドライン」を整備。

・伊方発電所の設備の特徴を踏まえた必要な手順を号機毎に定めていることより、複数号機が同時

に被災した場合においても、体制の整備とあいまって対応が可能。

２．災害対策本部が使用する手順書等

１．運転員が使用する手順書

（２）炉心損傷防止

（３）格納容器破損防止

（１）設計基準事象

・要員の役割や手順書間の移行・つながりを明確にする（備考等に移行条件や移行先を記載）ことで

全体が一体化して機能するように体系化。

・設備の修繕・新規設置、運用の改善、訓練等による改善事項を反映するために適宜改正を実施。

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



10．ソフト面の対策（事故対応手順書の体系と概要（２／７））

22

重大事故等発生時に適用する手順書の構成（概要）

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



10．ソフト面の対策（事故対応手順書の体系と概要（３／７））

23

運転員が使用する手順書の概要

警報処理内規

総ページ数：約2500

ファイル数：9冊

故障・事故処理内規

総ページ数：約2500

ファイル数：9冊

中央制御室および現場制御盤に警報が発信した場合の処置及び手順について個別
の警報ごとに定め、警報発信時に迅速・適切な処置を行うことにより、発電所の安全
かつ適切な運転を図ることを目的としている。

フィルタの交換により原因を除去できるような事象からプラントの運転停止に繋がる
ような事象まで内容は多岐にわたる。

警報処理内規での対応操作を実施することにより故障・事故の徴候の把握ができる。
事象を判別し、該当する故障・事故処理内規にて対応

設計基準事象範囲内の故障・事故時の処置および手順について定め、故障および
事故発生時に迅速・適切な処置を行うことにより、発電所の安全かつ適切な運転を
図ることを目的としている。
安全評価における運転時の異常な過渡変化および事故を中心に設計基準事象を対
象とした事象ベースの手順書

設計基準範囲を超える事態が発生し、故障・事故処理内規（第二部）の導入条件となれば、故障・
事故処理内規（第二部）にて対応する。

（設計基準事象）

●原子炉トリップ ● １次冷却材喪失 ● ２次冷却材喪失 ●蒸気発生器細管破損
●外部電源喪失 ● CCW系統の異常 等

故障・事故の状況によって、設備の停止または隔離、出力低下、プラント停止（手動ト
リップ含む）等の安全側の処置を行う方針を定めている。

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



10．ソフト面の対策（事故対応手順書の体系と概要（４／７））

24

運転員が使用する手順書の概要

故障・事故処理内規
（第二部）

総ページ数：約450

ファイル数：1冊

発電関連設備の故障および事故について、設計基準範囲を超える事態が発生した
場合を想定しても、その被害を最小限に留めるよう迅速な処置を行うことを目的とし
ている。

安全機能ベースマニュアルと事象ベースマニュアルで構成されている。

安全機能ベースアニュアルは、起因事象などの経緯は問わず、プラントの安全上重
要な機能を確保するための対応操作を記載している。

事象ベースマニュアルは、設計基準を超える複合的な事象が発生し、事象の判定が
出来た場合の対応操作を記載している。

炉心損傷と判断した場合（炉心出口温度が３５０℃以上で、かつ格納容器高レンジエリアモニタ（高レンジ）の指示
値が１×10５ｍＳｖ／h以上） は、故障・事故処理内規（第三部）にて対応する。

（炉心損傷防止）

対応操作を各ステップに定めるとともに、監視計器等の必要な確認項目を記載してい
るため、適切な判断を実施することが可能 。

全体的な注意事項として以下を定め、安全を優先する方針としている。

第１に「燃料の健全性を確保する｡」

第２に「環境への放射性物質放出を防止する｡」

第３に「機器の損傷を防止する｡」

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



10．ソフト面の対策（事故対応手順書の体系と概要（５／７））

25

運転員が使用する手順書の概要

〔事象ベース〕
●インターフェイスＬＯＣＡ ●全Ｓ／Ｇの異常な減圧 ●プラント起動および停止時におけるＬＯＣＡ
●ＳＧＴＲ時破損側Ｓ／Ｇ減圧継続 ●ＳＧＴＲ時減圧操作不能

〔安全機能ベース〕 注意レベル
①未臨界の維持：未臨界度の不足 ②炉心冷却の維持：ＲＣＳのサブクール喪失
③1次系保有水の維持

３

４

〔安全機能ベース〕 緊急レベル
①未臨界の維持：炉出力の発生 ②炉心冷却の維持：炉心の過熱 ③Ｓ／Ｇ除熱機能の維持
④格納容器健全性の確保 ⑤放射能放出防止

〔事象ベース〕
●全交流電源喪失（他のすべてのマニュアルに対し優先して実行）

●ＬＯＣＡ時再循環不能 ●ＬＯＣＡ再循環時補機冷却機能喪失
●原子炉補機冷却機能喪失

１

２

故障・事故処理内規（第二部）の安全機能ベースマニュアルと事象ベースマニュアルの優先順位

安全機能ベースマニュアルの優先順位については、「止める」「冷やす」「閉じ込める」の原則に基づき定めている。安全機
能ベースマニュアルよりも優先度の高い事象ベースマニュアルについては、それらの手順の対応操作を実施することで、
機器の機能回復または代替手段による安全機能の確保も可能となる。 なお、優先度の高い事象ベースマニュアルを使用
するが、期待する機能回復が図られなかった場合は、関連する安全機能ベースマニュアルを並行して使用する。

優
先
度

高

低

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



10．ソフト面の対策（事故対応手順書の体系と概要（６／７））
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運転員が使用する手順書の概要

故障・事故処理内規
（第三部）

総ページ数：約100

ファイル数：1冊

故障・事故処理内規（第二部）の対応中に炉心損傷と判断した場合に使用する格
納容器破損防止のための手順書であり、以下の優先度を考慮して定めている。

①環境への放射能放出の防止

②格納容器の健全性維持

③炉心損傷の進展防止・抑制

主な操作の流れを記述した主要操作編と、主要操作編で引用された個々の操作内
容をより詳しく記述した個別操作編から構成される手順書。

（格納容器破損防止）

〔個別操作編〕

●Ｃ／Ｖスプレイ作動 ●Ｃ／Ｖ消火水スプレイ注入 ●Ｃ／Ｖ換気空調設備による冷却
●Ｓ／Ｇへの給水 ● １次系の減圧 ● １次系へのほう酸水注入 ●ＲＷＳＴへの水の補給
●水素濃度監視と制御

中央制御室の運転員が自律的に対応できる操作手順として定められている。

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



10．ソフト面の対策（事故対応手順書の体系と概要（７／７））
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災害対策本部で使用する手順書等の概要

緊急時対応内規

重大事故等発生時および大規模損壊時における緊急時対応業務を定めることにより、非常時
の円滑かつ適切な処置の遂行に資することを目的

当直または災害対策本部からの依頼・指示により、中型ポンプ車等の可搬型の重大事故等
対処設備を準備・使用および配管の接続、電源ケーブルの接続等の既設設備の操作以外の
作業を実施

冷却用海水供給手順書 等

中型ポンプ車等の給水手順書

全交流電源喪失時における空冷
式非常用発電装置等による給電
手順書

３次文書

緊急時対応内規には、電源の確保、炉心の冷却、使用済燃料の冷却、原子炉格納容器の減
圧等について記載。詳細な手順については、３次文書として定めており、既設設備を利用した
対応手順から可搬式設備を使用した対応手順まで、発生した事象に柔軟に対応するための
手順を整備

アクシデントマネジメ
ントガイドライン

炉心損傷へと至った際に、運転員が実施する故障・事故処理内規（第三部）の操作が期待どおり
の効果を発揮しているか、また、予期せぬ事態へと至っていないかのチェックや予想外の事態と
なった場合に実施すべき措置の判断、選択の際の参考とするためのガイドライン

●ＡＭＧ－１：監視機能別ガイドライン

●ＡＭＧ－２：事象進展総合評価ガイドライン

●参考資料：知識データベース

現状のプラントパラメータの監視を行い操作可能な設備の抽出を実施することを記載

プラントの総合判断、操作決定及び操作後の影響評価を実施することを記載

技術的な情報・根拠について記載

炉心損傷時の物理現象は複雑であるので、プラント状態を総合的に把握した上で、故障・事故
処理内規（第三部）による操作が成功しない場合、未記述の応用操作について本ガイドラインを
参考として検討する。

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



11．ソフト面の対策（事故対応手順書に基づく運転員の対応操作の流れ）

28

運転中の異常な過渡変化および事故が発生した場合、運転員は「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」の原則
に基づきプラント対応操作を実施する。

設計基準を超える複合的な事象が発生し、事象の判定（全交流電源喪失、インターフェースＬＯＣＡ等）が出来た
場合には、故障・事故処理内規（第二部）の事象ベースの手順により対応を実施

原子炉トリップに至る事故が発生した場合、事故直後の操作としては、原子炉自動トリップの確認および自動ト
リップしていない場合は、手動により原子炉をトリップする。

安全機能（未臨界性、炉心冷却機能、Ｓ／Ｇ除熱機能、格納容器の健全性、放射能放出防止、１次系保有水
の維持）について連続監視を行うとともに、それらの安全機能が脅かされる徴候が現れた場合には、故障・事
故処理内規（第二部）の安全機能ベースの手順に移行して対応を実施。

安全注入に至る事故が発生した場合においては、安全注入の自動動作の確認および自動動作していない場
合は、手動で動作する。

自動動作機器の確認と並行して、プラントのパラメータを確認し、２次冷却材の喪失、１次冷却材の喪失、蒸気
発生器細管破損等の事象判別を行い、事象に応じた故障・事故処理内規に従い対応操作を実施。

炉心損傷の適用条件となれば故障・事故処理内規（第三部）へ移行して、①環境への放射能放出の防止②格納
容器の健全性の維持③炉心損傷の進展防止および抑制のための対応操作を実施

●

●

●

■

■

◎

事故直後の操作

事象の判別

●：故障・事故処理内規 ◎故障・事故処理内規（第三部）

■：故障・事故処理内規（第二部）

（平成25年12月19日第60回審査会合資料抜粋）



【添付資料】

29



Ｑ１：影響緩和装置の検証状況は？
実験検証ということで、実際にそういうシステムで出力が目
的とする範囲まで抑制できるかどうか。過去の実験データは
あるのかどうか。
（宇根崎委員、吉川委員 平成25年7月17日、9月11日）

１．これまでの原子力安全専門部会におけるコメントおよびその回答 1/8
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Ａ１：・ ＡＴＷＳ緩和設備は、主給水流量喪失等の過渡事象発生時に原子炉トリップ
に失敗した場合において、ＡＴＷＳ緩和設備からの信号による主蒸気隔離に
よって、ＳＧ２次側の除熱量を減少させ、１次系の温度上昇による負の反応度
効果により、原子炉出力を十分低い値に抑制するものである。

・ 原子炉出力の抑制状況を確認するＡＴＷＳ緩和機能の実験検証は困難である
ため、その有効性は解析により確認している。

・ 解析は計算コードＳＰＡＲＫＬＥ－２を用いており、同コードの適用性に関しては、
実験解析や他機関の解析コード、許認可コードとの比較等により確認している。
（別紙-1参照）



検 証 項 目 検 証 内 容

S
P
A
R
K
L
E
|
2

(1)

COSMO-K(1)(2)

炉心動特性、
フィードバック効果

国際ベンチマーク問題を含む他機関コード及び小型軽
水炉を模擬したSPERT-III E-coreの実験解析等に
より、炉心動特性及びフィードバック効果が適切に模擬
できていることを確認。

MIDAC(1)

沸騰・ボイド率変化
燃料棒内温度変化

NUPEC管群ボイド試験等の管群熱流動試験や許認
可コードとの比較等により、沸騰・ボイド率変化及び燃
料棒内温度変化が適切に模擬できていることを確認。

M-RELAP5(1)

プラント特性

主給水流量喪失＋ＡＴＷＳを模擬したＬＯＦＴ Ｌ９－３
試験解析等により、原子炉圧力、温度等のプラント特性
を適切に評価できることを確認。

(1)「三菱ＰＷＲ炉心損傷に係る重要事故シーケンスへのＳＰＡＲＫＬＥ－２コードの適用性について」
ＭＨＩ－ＮＥＳ－１０５５，三菱重工業，平成２５年

(2)「三菱新核設計コードシステムGalaxyCosmo-Sの信頼性について」
ＭＨＩ－ＮＥＳ－１０５２，三菱重工業，平成２４年

１．これまでの原子力安全専門部会におけるコメントおよびその回答 2/8

別紙-1ＡＴＷＳ事象の重要現象に対する検証
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Ｑ2：格納容器の使用条件200℃（限界温度）は、どこで決まって
いるのか。（渡邉委員 平成25年7月17日）

A2：格納容器の限界温度、圧力は、重大事故時において、格納容
器の機能である放射性物質の閉じ込め機能を確保できるものと
して200℃、0.566MPaを設定している。
格納容器本体の他に、構造上、リークパスになる可能性がある
開口部及び貫通部の構成品、また、ガスケット等のシール部に
対して評価を実施し、200℃、 0.566MPaの環境下で構造健
全性およびシール部の機能は維持され、放射性物質の閉じ込
め機能が確保されることを確認している。

（別紙-2）

１．これまでの原子力安全専門部会におけるコメントおよびその回答 3/8
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限界温度・圧力の設定

○原子炉格納容器の限界温度、圧力は、重大事故時において、原子炉格納容器の機能である放射性
物質の閉じ込め機能を確保できるものとする。

○伊方3号機の重大事故等対策の有効性評価における原子炉格納容器雰囲気温度の最高値は約138℃、
原子炉格納容器圧力の最高値は約0.345MPaであり、その後圧力、温度は緩やかに低下する。

○これより、限界温度・圧力に係る評価においては、既往の知見も含めて試験または解析評価等に
より根拠と妥当性が確認された値である200℃、0.566MPaを限界温度、圧力として設定する。

300

200

100

0
7260483624120

時　間　(時)

格
納
容
器
内
雰
囲
気
温
度

(℃)

格納容器限界温度（200℃）

最高値約138℃

1.6

1.2

0.8

0.4

0.0
7260483624120

時　間　(時)

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

(MPa[gage])

格納容器限界圧力（0.566MPa[gage](最高使用圧力の2倍)）

最高値約0.345MPa

図1 原子炉格納容器内雰囲気温度の推移
（格納容器過温破損シナリオ）

図2 原子炉格納容器圧力の推移
（格納容器過温破損シナリオ）

別紙-2(1/2)

１．これまでの原子力安全専門部会におけるコメントおよびその回答 4/8
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評価の概要

○放射性物質の閉じ込め機能を確保するため
には、原子炉格納容器本体及び開口部等の
構造健全性を確認する必要がある。

○さらに、福島第一原子力発電所事故におい
て、格納容器からの漏洩要因の一つとして
指摘されている原子炉格納容器に設置され
るフランジ部等のシール部についても、機
能維持を確認する必要がある。

○このことから原子炉格納容器本体の他に、
200℃、0.566MPaの環境下で原子炉格納容
器の変位荷重等の影響により、構造上リー
クパスになる可能性がある開口部及び貫通
部の構成品、また、ガスケットの劣化及び
シート部の変形に伴いリークパスになる可
能性があるシール部が評価対象となり、右
図に示す原子炉格納容器バウンダリ構成部
を評価した。

○旧原子力発電技術機構(NUPEC)の解析評価、
電力共同研究等の試験結果または規格計算
による評価より、200℃、0.566MPaの環境
下での構造健全性及びシール部機能維持を
確認しており、放射性物質の閉じ込め機能
は確保される。

別紙-2(2/2)

１．これまでの原子力安全専門部会におけるコメントおよびその回答 5/8
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Ｑ3：炉心落下時の熱の除去方法についてわかりやすい図を用いて示すこと。
（奈良林委員 平成25年9月11日）

A3：スプレイ水が原子炉格納容器に注入されると、別紙-3(1/2）に示すとおり、
スプレイ水は原子炉格納容器最外周部の隙間や各フロアの床の開口部等、
及び原子炉キャビティ底部に設置している連通管を流入経路として、格納
容器最下階フロアに流下する。さらに格納容器最下階フロアから原子炉
下部キャビティ室に通じる連通管を通過し、原子炉下部キャビティ室にスプレイ
水が流入する（この他に原子炉容器と原子炉キャビティの隙間、及びCVサンプ
からドレン配管を逆流し、原子炉下部キャビティ室に水は流入する）。また、
RCS配管破断水も同様の経路で原子炉下部キャビティ室に流入する。
なお、連通管がデブリにより閉塞される可能性は小さいと考えるが、更なる
信頼性の向上を図るため、原子炉下部キャビティ室の入口扉に、取付蓋（※）

を有する連通口を設置した（別紙-3(2/2））。

※：入口扉前面に一定量蓄水した場合に取付蓋が開となる。

１．これまでの原子力安全専門部会におけるコメントおよびその回答 6/8
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図－１：原子炉下部キャビティへの流入経路
別紙-3(1/2）

１．これまでの原子力安全専門部会におけるコメントおよびその回答 7/8
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図－２：原子炉下部キャビティ室入口扉への連通口設置

１．これまでの原子力安全専門部会におけるコメントおよびその回答 8/8
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【参考資料】
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１．語句説明

39

ＲＣＳ：１次冷却系統（ Reactor Coolant System）
ＲＣＰ：１次冷却材ポンプ（Reactor Coolant Pump）

ＬＯＣＡ：１次冷却材喪失事故（Loss of Coolant Accident）

ＲＣＰシールＬＯＣＡ：１次冷却材ポンプの軸シール部のシール機能が喪失することで、１次冷却材
が１次冷却材ポンプの軸シール部を経由して外部へ漏えいする事故

最終ヒートシンク：海水（海水ポンプ）による機器類の除熱機能
サーマルバリア：１次冷却材ポンプ軸部の１次冷却材からのシール機能を維持するために、

軸の周囲に設置している熱交換器。原子炉補機冷却水を経由し最終的には海水
にて除熱している。

ディスタンスピース：追加設置した自己冷却配管や海水配管等を従来設置されている本設配管へ
つなぎ込むための部品

ＦＰ：核分裂生成物（Fission Product）
Ｄ/Ｇ：非常用ディーゼル発電機
Ｃ/Ｖ：原子炉格納容器（Containment Vessel）
ＣＣＷ：原子炉補機冷却系（Component Cooling Water）
Ｓ/Ｇ：蒸気発生器（Steam Generator）

ＳＧＴＲ：蒸気発生器伝熱管破損事故（Steam Generator Tube Rupture）
ＡＭＧ：アクシデントマネジメントガイドライン（Accident Management Guideline）

ＲＷＳＴ：燃料取替用水タンク（Refueling Water Storage Ｔank）
ＡＴＷＳ：異常な過渡変化時に原子炉トリップに失敗する事象

（Anticipated Transient without Scram）
ＥＣＣＳ：非常用炉心冷却装置（Emergency Core Cooling System）

クオリティ：気液２相流における乾き度



２．重大事故対策の有効性評価に係る成立性確認（全１９ケース）

40

事故シーケンスグループ

（１）
２次冷却系からの除熱機能喪失

・主給水流量喪失＋補助給水失敗

（２）

全交流動力電源喪失

（ＲＣＰシールＬＯＣＡあり）

・外部電源喪失＋非常用所内電源喪失＋補機冷却水の喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ

（ＲＣＰシールＬＯＣＡなし）

・外部電源喪失＋非常用所内電源喪失＋補機冷却水の喪失

（３）
原子炉補機冷却機能喪失

・外部電源喪失＋非常用所内電源喪失＋補機冷却水の喪失＋ＲＣＰシールＬＯＣＡ

（４）
原子炉格納容器の除熱機能喪失

・大破断ＬＯＣＡ＋低圧再循環失敗＋格納容器スプレイ注入失敗

（５）
原子炉停止機能喪失

・主給水流量喪失＋原子炉トリップ失敗

（６）
ＥＣＣＳ注水機能喪失

・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧注入失敗

（７）

ＥＣＣＳ再循環機能喪失

・大破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗

・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧再循環失敗＋低圧再循環失敗

（８）

格納容器バイパス

・インターフェイスシステムＬＯＣＡ

・蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗

１．運転中の原子炉における重大事故に至るおそれのある事故

格納容器破損モード

（１）

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）

・大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注入失敗＋格納容器スプレイ失敗

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）

・全交流動力電源喪失＋補助給水失敗

（２）
高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

・全交流動力電源喪失＋補助給水失敗

（３）
原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

・大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注入失敗＋格納容器スプレイ失敗

（４）
水素燃焼

・大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注入失敗

（５）
溶融炉心・コンクリート相互作用

・大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注入失敗＋格納容器スプレイ失敗

２．重大事故

想定事故

（１）

使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失することにより，使用済

燃料ピット内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故

・使用済燃料ピット水浄化冷却系及び補給水系の機能喪失

（２）

サイフォン現象等により使用済燃料ピット内の水の小規模な喪失が発生し，

使用済燃料ピットの水位が低下する事故

・使用済燃料ピット水浄化冷却系の配管破断

３．使用済燃料ピットにおける重大事故に至るおそれのある事故

格納容器破損モード

（１）

崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系統の故障による停止時冷却機能喪失）

・ミッドループ運転時の余熱除去系機能喪失＋全交流動力電源喪失＋

補機冷却機能の喪失

（２）

全交流動力電源喪失

・ミッドループ運転時の余熱除去系機能喪失＋全交流動力電源喪失＋

補機冷却機能の喪失

（３）
原子炉冷却材の流出

・ミッドループ運転時の原子炉冷却材流出

（４）
反応度の誤投入

・原子炉起動時のほう素の異常な希釈

４．運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれのある事故
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○平成２５年７月８日の申請以降、原子力規制委員会にて、シビアアクシデント対策については有効性評価
の成立性確認の説明を、これまで計７回の審査会合にて説明し、成立性確認を実施した全１９ケースに
対する説明は一通り終了した。

○現在、説明時に受けた指摘事項の回答を適宜実施している。

審査会合の開催実績および審査内容（シビアアクシデント対策の有効性評価の説明分抜粋）

審査会合開催日 主な審査内容

平成２５年 ７月２５日 第３回 重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認

平成２５年 ７月３０日 第４回 重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認

平成２５年 ８月 １日 第６回 重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認

平成２５年 ８月１５日 第９回 重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認、設計基準事象

平成２５年 ８月２２日 第１２回 重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認、設計基準事象

平成２５年 ８月２９日 第１５回 重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認、設計基準事象

平成２５年 ９月１０日 第１７回 重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認、設計基準事象
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図 漏えい流量と注水流量の推移 図 ＲＣＰリーク流のクォリティの推移

ク
ォ

リ
テ

ィ
（
－

）

充てんポンプ（自己冷却式）による炉心
への注入開始による低下（約2.2時間～）

リフラックス冷却開始に伴いダウンカマからの
２相流が生じることによるクォリティの上昇

（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）
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２相状態にあったリーク流が、充てんポンプ（自己
冷却式）による炉心注入により、比較的低温の水が
注入されるため、液単相となり流体密度の増加によ
り、リーク流量が一時的に増加する

充てんポンプ（自己冷却式）による炉心への注
入開始（約2.2時間～）

充てんポンプ（自己冷却式）
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○事象発生４時間程度で、充てんポンプ（自己冷却式）による炉心注入流量と１次冷却系統からのリーク流量が
安定的に推移する
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図 蓄圧注入流量積算値の推移

蒸気発生器２次側冷却（事象発生後30分）
による１次系圧力低下に伴う蓄圧注入

蓄圧タンク出口弁閉止（70分）
（代替交流電源確立＋10分）

（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）
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○２次系冷却による１次冷却系の減圧（冷却）操作により、事象発生約３８分で蓄圧注入タンクから高濃度ほう酸
水が自動で注入される。



４．事故事象進展シナリオの有効性評価（評価結果（参考3/5））

44

図 蒸気発生器水位の推移（２）

タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水によ
り水位は回復するが、主蒸気逃がし弁開放に伴い、１次系
からの除熱が促進され、再度水位が低下する。

崩壊熱の低下、１次系保有水量の低下による蒸気発
生器２次側除熱の低下及び補助給水の継続等により
蒸気発生器２次側水位が回復

図 蒸気発生器水位の推移（１）

主蒸気逃がし弁開放による除熱増加に伴う２次側保有水の減少

２次側除熱の飽和（低下）及びタービン動補助給水ポン
プによる蒸気発生器への給水により水位が回復

（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）
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○主蒸気逃がし弁の手動開操作およびタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水による除熱と、
崩壊熱がバランスし、発生後４時間程度で蒸気発生器水位は安定的に推移する
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図 １次冷却材流量の推移

自然循環の継続

蓄圧注水による一時的なループ流量の増加

リフラックス冷却開始

（ループ流量約2kg/s）
蓄圧注入開始（約38分後）

充てんポンプ（自己冷却式）による炉心への
注入開始（約2.2時間後）

図 炉心上端ボイド率の推移

（平成25年11月28日第52回審査会合資料抜粋）
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○１次冷却材ポンプの停止により流量は低下するが、２次系からの冷却により発生後４時間程度で流量は安定
的に推移する。また炉心上端ボイド率も1.0未満であり、炉心の冠水が維持される。
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図 崩壊熱量と２次系除熱量の推移

充てんポンプ（自己冷却式）により炉心へ注水され
た水が、炉心で崩壊熱を吸収しRCPシール部から原子
炉格納容器へ放出される分、２次系除熱量が低下し
ている。

崩壊熱量＜２次系除熱量
崩壊熱量以上に２次系から除熱されている

崩壊熱量＞２次系除熱量
（崩壊熱量－２次系除熱量）の熱量が原子炉格納容器に蓄熱される

充てんポンプ（自己冷却式）による炉

心への注入開始（約2.2時間）

２次系強制冷却の再開（80分）

主蒸気逃がし弁開放による２次系

強制冷却開始（30分）
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○炉心からの除熱は、充てんポンプ(自己冷却式)による炉心への注水および２次系からの冷却により、発
生後４時間程度で安定的に推移する


